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一般社団法人 東京都建築士事務所協会

2023年2月27日 No.338

主催：賛助会員会

【日時】4月17日（金） 14：30～17：30（受付14：00～）
【会場】前田建設工業株式会社 ICIラボ（岩手県取手市寺田5270） 0297-85-6171
【定員】45名 ※先着順
【会費】無料
【申し込み】jimu31@taaf.or.jp 事務局 三沢、加登まで会社名、電話番号、氏名をご記載上

E-maiｌを送信してください。

※建築CPDプログラムとして申請予定！

賛助会委員会で毎年実施している特別講習会のご案内です。
今回は前田建設工業 小原孝之イノベーションセンター長に建設業界のオープンイノベーション
についてご講演をしていただきます。また、前田建設工業が2019年に開設したICIラボの見学会
も行います。

ご多忙中かと存じますが、ぜひご参加いただきますようお願い申しあげます

令和４年度「木造耐震改修Q＆A集」講習会のご案内

ご好評をいただいております「木造耐震改修Ｑ＆Ａ集」の改訂に伴い、講習会を下記の
通り実施いたします。木造住宅の耐震診断・耐震補強を行っている方々をはじめ、意匠設
計事務所にも受講していただけますと幸いです。

[日時] 令和５年３月２３日（木）１４：００～17：00 （13：30～受付開始）
[会場] 東京都建築士事務所協会 会議室（定員：25名）

※WEBでも受講いただけます。（Web定員：100名）
[会費] 会員：2,800 一般：4,300

※テキスト代と資料代含みます。
[申込方法] ＷＥＢにて受講の方はこちらに必要事項をご入力ください

（https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_geJfAo9IRQuyxZMb0Kebkg）

協会会議室にて受講の方は受講申込書をご提出ください。

★その他詳細につきましてはこちら https://www.taaf.or.jp/news_architect/detail/1402.html

主催：木造耐震専門委員会

長時間労働の是正や、同一労働同一賃金等非正規雇用労働者の待遇改善など、労務に関
するご相談を支援します。

労働局から
のお知らせ

東京働き方改革推進支援センター

TEL：0120-232-865 平日9:00～18:00

Mail：hk13@mb.langate.co.jp
URL：https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp

労務に関する専門家無料相談 相談・専門家派遣
無料！

相談方法
①企業訪問

②電話・メール

③センター来所

※オンライン相談も対応可能

まずは

お電話ください

木造工事における設計業務を支援し、設計図書の品質向上を図ることを目的とした
「木造工事特記仕様書および標準図」がリリースされました。
概要及び購入方法については以下をご覧ください。
https://taaf.or.jp/information/04_5.html

木造工事特記仕様書及び標準図（2022年データ版）リリースのお知らせ

販売価格
会員価格（税込）： 2,200円
一般価格（税込）： 3,300円

mailto:jimu31@taaf.or.jp
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講師：横浜りんどう法律事務所所長 高橋 賢司 （弁護士、事業承継士）
【日時】：令和５年３月１７日（金）１３：００～１４：１０（申込期限：３月６日（月））
【受講料】：会員 無料 非会員 2,000円

■申し込みはこちらから
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_fZ5ZPTTGRhqqkmpmq3RC_w

《第３回》「事業承継の法務」

※建築CPDプログラムとして申請予定！

皆様の建築士事務所が蓄積してきた、ヒト、技術、作品などのさまざまな知的資産を
次世代に引き継いでいくために、専門家の方による全３回の「『建築士事務所』の事
業承継」セミナーを企画しました！

※1、2回目は終了いたしました。

事業承継セミナー（WEB）のご案内
主催：マネジメント支援センター

令和4年 新春賀詞交歓会のお知らせ
会員委員会では、会員事務所で働く新人や若手所員の方々を対象とした合同所員研修を開催いたします。

個人事務所では実施機会の少ないビジネスマナー研修をはじめ、「東京建築賞」受賞者を講師に招いた

オリエンテーションや、同期交流のプログラムも設けております。モチベーションアップにつながるこの機会
を是非ご活用ください。

▶日 時：令和5年4月20日（木） 13時30分～18時10分
▶会 場：本会 会議室
▶受講対象：会員事務所の新入社員や若手所員等 ※定員：20名
▶受 講 料 ：会員事務所所員：2,500円 非会員事務所所員：5,000円

【研修内容】
① 13：35～16：35 ビジネスマナー研修
② 16：40～17：10 設計事務所・建築業界のオリエンテーション
③ 17：10～18：10 交流会（座談会形式軽食あり）

★お申込み詳細についてはこちら
https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=EgFVqN4VskmKGTKX8nVg_0DyHu33RrNPuS-
QCbjhr9JUQkNZRENIVlBYQUFUREtPSlM5WlFOWDBMSy4u&web=1&wdLOR=c5535E8E5-5A30-40F5-A984-
C7A6E85C0959

令和5年度 合同所員研修（ビジネスマナー研修）

担当：会員委員会

各支部の建築相談や各自治体主催の相談会などで、東京都建築士事務所協会をアピールするポスターを製作します。

多くの会員の方々に協会の役割やその活動を理解し発信していただく機会となるよう、会員の皆様を対象に協会のポスター
デザインを公募します。

■日程
募集期間：令和5年2月初旬から令和から令和5年4月28日
選 考：令和5年5月
結果発表：令和5年6月 当協会ホームページ上にて発表予定
表 彰：令和5年6月15日定時総会後の懇親に表彰予定

■応募資格：東京都建築士事務所協会正会員（所員を含む）
■提出締切：令和5年4月28日（金）
■賞 金：最優秀賞最優秀賞 5万円佳作 2万円
※最優秀賞は該当作品がある場合に限ります

■詳細（下記URLよりご確認下さい）
https://www.taaf.or.jp/member/news_member
/detail/1412.html

担当：会員委員会

協会 ポスターデザインコンテスト 作品募集！

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_fZ5ZPTTGRhqqkmpmq3RC_w


【社会貢献活動（SAP)ポイントのご案内】
当会では、会員が行っている様々な「社会貢献活動」の見える化を進めています。
これから社会貢献に従事した際は、協会HPより是非申請していただくようにお願い致します。
詳しいご案内はこちらから（https://www.taaf.or.jp/sap/index.html）

会員のページにアクセスして、会員データベースから申請してください。
「社会貢献活動（SAP）ポイント」を選び、「新しいSAP申請を作成」を押すと申請できます。

令和4年 新春賀詞交歓会のお知らせ
一般社団法人 日本建築士事務所協会連合会の会員でまだ建賠保険に加入されていない皆さまへ
2月上旬より日事連・建築士事務所賠償責任保険（建賠保険）の新規募集が開始されます。

建賠保険は建築士事務所を賠償事故からお守りする保険です。

▶新規加入締切日：2023年3月20日（月）
※既加入者には、1月下旬以降更新手続きについて個別にご案内されます。

▶保険期間：2023年4月1日～2024年4月1日

▶問合せ先：指定代理店(有)日事連サービス

HP： https://njs-ins.com/
※ネット経由での申込が可能です。

電話：03-3551-6633（建賠保険専用ダイヤル）

2023年度 日事連・建築士事務所賠償責任保険 団体保険新規募集のご案内

損害拡大防止補償（オプションプラン）
建物の「瑕疵」が発覚し、減失・破損が発生
する前に対策を講じた際の補償等の費用
を補償いたします！

令和6年4月1日から時間外労働の上限規制が
適用されます。

東京労働局から
のお知らせ

また、臨時的な特別の事情（特別条項）があっても、以下の上限を超える時間外労働・休日労働は
できなくなります。

・1年間の時間外労働は720時間以内

・1カ月の時間外労働と休日労働の合計は100時間未満

・時間外労働と休日労働の合計について、「2,3,4,5,6ヶ月平均」の

全て一カ月当たり80時間以内

・時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6か月まで

• 現在、建設業は36協定で定める時間外労働の上限規制の適用が猶予されていま

すが、令和6年4月1日以降、原則として月45時間・年360時間となり、臨時
的な特別の事情がなければこれを超えることができなくなります。

https://www.taaf.or.jp/sap/index.html
https://njs-ins.com/
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